
課　税　標　準　数　量 税　　　　　　額

千本 千円

2,682,340 15,484,860 

- - 

- - 

- - 

- - 

3 18 

2,682,343 15,484,878 

- 

15,484,878 

131,530 

15,353,347 

過 少 申 告 - 

無 申 告 - 

人

12 

千円

- 

- 

場　　　　　　数

場

製造たばこ製造場 - 

原 料 事 務 所 2 

そ の 他 - 

10 

12 

調査時点：平成27年３月31日

調査対象等：平成26年４月１日から平成27年３月31日までの間の申告又は処理による課税
　　　　　　事績を示した。

製 造 場

(2)　製造場数

紙 巻 た ば こ

差 引 税 額

手 持 品 課 税 額

か ぎ 用 の 製 造 た ば こ

計

還 付 金 額

納 期 限 延 長 税 額

課 税 人 員

パ イ プ た ば こ

葉 巻 た ば こ

刻 み た ば こ

９　たばこ税及びたばこ特別税

合 計 税 額

控 除 税 額

区　　　　　　分

か み 用 の 製 造 た ば こ

合　　　　　計

法 定 製 造 場

区　　　　　　分

(1)　課税状況

加 算 税 額

熊本
間接諸税
（Ｈ２６）



(2)　関係場数

数　　　量 税　　　額 場　　　　数

㎘ 千円 場

1,386,216    2

12,806 -

18,541 -

- 4

- -

1,354,845    72,890,639     4

- 1

72,890,638     8

過 少 申 告 - 5

無 申 告 28 26

人

13 
千円

- 

納期限延長税額 11,468,587     -

1

1

1

55

-

5

117

調査時点：平成27年３月31日

(3)　課税状況の累年比較

数　　量 税　　額

㎘ ㎘ ㎘ ㎘ ㎘ ㎘ 千円 千円 千円

平 成 22 年 度 1,402,723    16,179 18,718 -      8 1,367,834    73,589,007    593 73,588,413     

平 成 23 年 度 1,530,681    16,501 20,441 -      3 1,493,742    80,363,076    285,059      80,078,016     

平 成 24 年 度 1,388,077    13,650 18,555 -      - 1,355,872    72,945,920    - 72,945,918     

平 成 25 年 度 1,453,508    11,514 19,467 2      1 1,422,529    76,531,939    - 76,531,938     

平 成 26 年 度 1,386,216    12,806 18,541 -      - 1,354,845    72,890,639    - 72,890,638     

差　引　計
課税標準用途外使用

等　数　量年　　度
移　　　出
数　　　量

エタノール
相当数量

場内消費
数　　量

3

-72,890,666     

駐 留 軍 等 用 免 税 使 用 場 ・ 指 定 店 舗

外 国 公 館 等 用 指 定 給 油 所

合　　　　　　　　　　計

控除税額

接 着 剤 用 揮

洗 浄 用 又 は 離 型 用 揮

ゴ ム 用 揮

航 空 用 揮

発 電 等 用 揮

印 刷 用 イ ン キ 用 揮

塗 料 用 揮

特 定 石 油 化 学 製 品 使 用 場

区　　　　　分

そ の 他

ガ ス 工 場

特 定 石 油 化 学 製 品 製 造 場

そ の 他

未 納 税 蔵 置 場

天 然 揮 発 油 製 造 場

廃 油 再 製 工 場

石油化学工場

(1)　課税状況

課 税 標 準

控 除 税 額

差 引 計

還 付 金 額

加 算 税

欠減控除
数　　量

10　揮発油税及び地方揮発油税

区　　　分

製 造 場

製 油 所

特 定 石 油 化 学 製 品 蔵 置 場

用 途 外 使 用 等 数 量

移 出 数 量

ノ ル マ ル パ ラ フ ィ ン 用 揮

1 
免 税 揮 発 油
使 用 場

エ タ ノ ー ル 相 当 数 量

課 税 人 員

合 計

欠 減 控 除 数 量

場 内 消 費 数 量

調査対象等：平成26年４月１日から平成27年３月31日までの間の申告
　　　　　又は処理による課税事績を示した。

熊本
間接諸税
（Ｈ２６）



(1)　課税状況

数　　　量 税　　　額

㎘ 千円

176,971 2,825,041 

沖 縄 路 線 航 空 機 に
係 る 軽 減

26,219 235,971 

特定離島路線航空機に
係 る 軽 減

27,659 373,399 

345,852 

沖 縄 路 線 航 空 機 に
係 る 軽 減

49,708 

特定離島路線航空機に
係 る 軽 減

89,637 

2,479,176 

過 少 申 告 - 

無 申 告 - 

重 - 

2,479,176 

278 

- 

調査対象等：平成26年４月１日から平成27年３月31日までの間の申告又は処理による課税事績を示した。

(2)　関係場数

納　税　地　数

場

32 

定 期 運 送 事 業 者 に
係 る も の

1 

そ の 他 の も の 122 

155 

調査時点：平成27年３月31日

(3)　課税状況の累年比較

数　　　　　量 税　額

㎘ 千円

169,268 3,920,659 

177,489 2,959,405 

173,822 2,805,743 

186,882 3,010,380 

176,971 2,825,041 

11　航空機燃料税

積 込 数 量 及 び 税 額

区　　　分

控 除 税 額

差 引 計

う
ち
軽
減
税
率

う
ち
軽
減
税
率

特 例 承 認 に 係 る も の

合　　　　　　　　　　計

区　　　　　分

還 付 金 額

加 算 税

そ の 他

合　　　 　計

課 税 人 員

年　　　　　度

平成22年度

平成26年度

平成25年度

平成24年度

平成23年度

熊本
間接諸税
（Ｈ２６）



(1)　課税状況

重　　  　量 税　　  　額

t 千円

44,783 783,724 

990 

782,566 

過 少 申 告 - 

無 申 告 - 

44,783 782,566 

人

2,354 

千円

- 

- 

(2)　関　係　場　数

場　　　　　数

場

148

30

14

12

204

原 料 用 -

熱 源 用 -

調査時点：平成27年３月31日

(3)　課税状況の累年比較

年　　　　　度 移　　出　　重　　量 税　　　　　額

t 千円

平 成 22 年 度 56,680 991,953

平 成 23 年 度 57,745 938,624

平 成 24 年 度 50,800 888,992

平 成 25 年 度 48,483 847,821

平 成 26 年 度 44,783 783,724

還 付 金 額

調査対象等：平成26年４月１日から平成27年３月31日までの間の申告又は処理による課税事績を
　　　　　　示した。

営 業 用 ス タ ン ド

自 家 用 ス タ ン ド

免 税 課 税 石 油
ガ ス 使 用 場

そ の 他

合　　　　　　　　　　計

課 税 人 員

区　　　　　分

納 期 限 延 長 税 額

着 脱 式 容 器 充 て ん 場

12　石油ガス税

合　　　　　　　　　　計

控 除 税 額

移 出 重 量

加 算 税

差 引 計

区　　　　　分

熊本
間接諸税
（Ｈ２６）



数　　　　　量 税　　　　　額

㎘ 千円

- - 

- - 

t

109 173 

- - 

173 

- 

172 

過 少 申 告 - 

無 申 告 - 

172 

(2)　関係場数

原　　　　　油 ガス状炭化水素 石　　　　　炭

場 場 場

- - - 

- 2 - 

- - - 

- - - 

- 2 - 

調査時点：平成27年３月31日

差 引 計

ガ ス 状 炭 化 水 素

課 税 人 員

13　石 油 石 炭 税

(1)　課税状況

区　　　　　分

原 油

石 油 製 品

控 除 税 額

合　　　　　　　　計

調査対象等：平成26年４月１日から平成27年３月31日までの申告又は処理による課税事績
　　　　　　を示した。

人

12 

- 

- 納 期 限 延 長 税 額

還 付 金 額

千円

加 算 税

石 炭

計

自 家 用 採 取 場 所

合　　　　　　計

区　　　　　分

特 例 承 認 に 係 る 納 税 地

そ の 他 の 納 税 地

未 納 税 蔵 置 場

熊本
間接諸税
（Ｈ２６）



(1)　課税状況

税　　　　　額 納　税　人　員

千円 人

（ 第 ９ 条 関 係 ） 40 12 

（ 第 10 条 関 係 ） 433,681 789 

（ 第 11 条 関 係 ） 740,122 3,119 

（ 第 12 条 関 係 ） 1,504,711 15 

2,678,554 3,935 

1,686 

2,676,868 

- 

14 

- 

件

255,021 1,214 

41,445 

調査対象等：平成26年４月１日から平成27年３月31日までの間の現金納付による課税事績を示した。

(2)　課税状況の累年比較

千円 千円 千円 千円 千円 人

平 成 22 年 度 321 513,830 964,871 1,578,586 3,057,607 3,601 

平 成 23 年 度 84 504,624 923,203 1,563,028 2,990,939 3,608 

平 成 24 年 度 407 507,815 905,066 1,544,937 2,958,225 3,629 

平 成 25 年 度 308 523,030 902,023 1,526,261 2,951,621 3,830 

平 成 26 年 度 40 433,681 740,122 1,504,711 2,678,554 3,935 

　　　　この場合、①課税物件に政府の定める書式による表示をするのを書式表示といい、②税印の
　　　押なつを受けることを税印押なつという。

年　　度

税　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　額

納 税 人 員
税 印 押 な つ

印 紙 税 納 付
計 器 の 使 用
に よ る も の

書　式　表　示
預 金 通 帳 の
一 定 時 納 付
に よ る も の

合 計

14　印 紙 税

区　　　　　　分

重

税 印 押 な つ

印紙税納付計器の使用によるもの

還 付 金 額

無 申 告

過 怠 税

計

差 引 計

充 当 税 額

書 式 表 示

預金通帳の一定時納付によるもの

過 少 申 告

加 算 税

（注）　印紙税は、原則として証書や帳簿に相当額の印紙をちょう付して納税することになっている
　　　が、株券、債券等のように一時に多数の課税物件を作成する場合等においては、印紙ちょう付
　　　による手数を省くため例外的に相当額を現金で納付することを認めている。

設 置 者 数

印 紙 税 納 付 計 器

設 置 台 数

人

357 

台

415 

熊本
間接諸税
（Ｈ２６）



(1)　課税状況

数　　　量 税　　　額

千kw時 千円

- -

- -

- -

- -

- -

従量料金制の供給販売電気 -

定額料金制の供給販売電気 -

計 量 自 家 使 用 販 売 電 気 -

推 計 自 家 使 用 販 売 電 気 -

- -

過 少 申 告 -

無 申 告 -

重 -

-

(2)　課税人員

人　員

人

合　　　　　　計

課 税 人 員

販売電気の
電 力 量
販売電気の
電 力 量

計

区　　　　　分

平　成　23　年　度

調査対象等：平成26年４月１日から平成27年３月31日までの申告又は処理による
　　　　　　課税事績を示した。

調査時点：平成27年３月31日

一 般 電 気 事 業 者

平　成　24　年　度

加 算 税

-

人

15　電源開発促進税

-

区　　　　　　分

平　成　22　年　度

平　成　25　年　度

平　成　26　年　度

熊本
間接諸税
（Ｈ２６）


